
平成１８年草加市議会１２月定例会 市長提出議案等一覧

【議案】

第１０９号議案 平成１８年度草加市一般会計補正予算（第２号）

第１１０号議案 平成１８年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）

第１１１号議案 平成１８年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計補正予算

（第２号）

第１１２号議案 平成１８年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

第１１３号議案 平成１８年度草加市介護保険特別会計補正予算（第２号）

第１１４号議案 平成１８年度草加市立病院事業会計補正予算（第１号）

第１１５号議案 草加市政における公正な職務執行の確保に関する条例の制定について

第１１６号議案 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例の制定について

第１１７号議案 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

第１１８号議案 草加市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

第１１９号議案 草加市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

第１２０号議案 草加市障害児就学指導委員会条例の一部を改正する条例の制定について

第１２１号議案 草加市公民館設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について

第１２２号議案 草加市学校施設使用料条例の一部を改正する条例の制定について

第１２３号議案 草加市母子生活支援施設設置及び管理条例を廃止する条例の制定につい

て

第１２４号議案 草加市小口事業資金融資条例等の一部を改正する条例の制定について

第１２５号議案 草加市公害防止施設整備資金融資条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

第１２６号議案 草加市開発事業等の手続及び基準等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

第１２７号議案 草加市立病院使用料及び手数料条例の一部を改正する条例の制定につい



て

第１２８号議案 草加市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

第１２９号議案 （仮称）草加市リサイクルセンター整備事業請負契約の締結について

第１３０号議案 指定管理者の指定について

第１３１号議案 彩の国さいたま人づくり広域連合の規約変更について

第１３２号議案 埼玉県後期高齢者医療広域連合の設立について

第１３３号議案 市道路線の廃止について

第１３４号議案 市道路線の認定について

第１３５号議案 教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて

【請願】

請願第 １５号 草加駅西口の安全・安心を求める請願書

請願第 １６号 放課後児童健全育成事業（児童クラブ）の充実を求める請願書
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第１０９号議案 平成１８年度草加市一般会計補正予算（第２号）

　歳　出 (千 円)
款 補　正　額    主　　　な　　　内　　　容

１ 議会費 5,200  ・ 人件費
２ 総務費 -101,258  ・ 人件費 -106,620

 ・ 情報公開・個人情報保護事務　 1,500
 ・ 公有財産管理事業 2,039
△ 総合窓口事業 1,823

３ 民生費 389,739  ・ 人件費 -82,820

 ・ 社会福祉施設整備事業 200,000

 ・ 後期高齢者医療広域連合事務事業 2,635

◇ 自立地域生活支援事業 12,427

 ・ 自立支援施設給付事業 11,385

■ 障害児家庭支援事業 3,518

 ・ 国民健康保険特別会計繰出金 227,187

 ・ 介護保険特別会計繰出金　　　　　　　 8,148

 ・ 児童扶養手当・特別児童扶養手当事業　　　　　　 2,071

 ・ 生活保護事業 5,188

４ 衛生費 350  ・ 人件費 -38,800

□ 健康づくり啓発事業 352

●廃棄物処理事業 38,798

６ 農林水産課業費 -4,450  ・ 人件費

７ 商工費 -280  ・ 人件費

８ 土木費 -80,150  ・ 人件費 -30,680
 ・ 道路維持管理事業 -1,000
 ・ 新田西部土地区画整理事業特別会計繰出金 -28,950

 ・ 公共下水道事業特別会計繰出金 -19,520
▲道路舗装改良事業　【財源振替】
○排水路整備事業　【財源振替】
◆排水施設整備事業　【財源振替】
◎都市計画街路整備事業　【財源振替】

９ 消防費 -40,757  ・ 人件費 -43,250

▽救急救命活動事業 2,493

１０教育費 -36,205  ・ 人件費

合　　　　計 132,189

・継続費（新規設定） 廃棄物処理事業　　　　　　　　　　　　年割額　　　　平成１８年度　　５２，５００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年割額　　　　平成１９年度　　２２，５００千円

・債務負担行為

　　追加（新規設定分） 道路舗装改良事業（平成１８年度～平成１９年度）　　　　限度額　２５３，７３３千円

　　追加（新規設定分） 水辺環境整備事業（平成１８年度～平成１９年度）　　　　限度額　　　９，４５０千円

　　追加（新規設定分） 排水路整備事業（平成１８年度～平成１９年度）　　　 　  限度額　１１９，０７０千円

　　追加（新規設定分） 排水施設整備事業（平成１８年度～平成１９年度）　　 　 限度額　　６７，２００千円

　　廃止 道路維持管理事業（平成１９年度～平成２３年度）　　　　限度額　　１９，０００千円

平成１８年度草加市一般会計補正予算（第２号）

　歳入・歳出補正予算額　　　　 　　　 　　   １３２，１８９千円

　補正後の歳入・歳出予算額　　  ５５，４６１，４６６千円　

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額    主　　　な　　　内　　　容

１３ 国庫支出金 -9,625 ◇ 障害者補装具給付費負担金 -1,918

◇ 障害者地域生活支援事業費補助金 4,011

■ 障害児地域生活支援事業費補助金 -1,318

◎地方道路整備臨時交付金（都市計画街路） -114,400

◎まちづくり交付金（瀬崎地区道路整備） 104,000

１４ 県支出金 3,800 ◇ 障害者補装具給付費負担金 -1,833

■ 障害児地域生活支援事業費補助金 -659

■ 障害児（者）生活サポート事業費補助金 2,928

◇ 障害児（者）生活サポート事業費補助金 855

◇ 障害者地域生活支援事業費補助金 2,005

△ 埼玉県分権推進交付金（準備交付金） 504

１６寄附金 352 □ 保健衛生総務費寄附金

１７繰入金 -72,349  ・ 財政調整基金繰入金

１９諸収入 -17,489 ▽資器材導入支援事業助成金 1,291

 ・ 郵便切手類販売等手数料 20

●ＮＥＤＯ地域新エネルギー導入促進事業補助金 -18,800

２０市債 227,500 ● 清掃運搬施設等整備事業債 3,900

▲道路整備事業債（工事等） 32,200

○排水路整備事業債 36,000

◆排水施設備事業債 32,300

◎谷塚松原線街路整備事業債 -16,700

◎瀬崎東町線街路備事業債（用地取得等） 139,800

合　　　　計 132,189
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第１１０号議案 平成１８年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）

第１１１号議案 平成１８年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計補正予算

（第２号）

第１１２号議案 平成１８年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

　 －２８，９５０千円

２，０９２，３６４千円

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

　　　　      款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 ４ 繰入金 -28,950 ・一般会計繰入金

　　 合      　　計 -28,950

　歳　出 (千 円)

　　　　      款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

 １ 総務費 -28,950  ・人件費

　 　合　      　計 -28,950

平成１８年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）　
　歳入・歳出補正予算額　　　　 　   　

　補正後の歳入・歳出予算額　　  　　   

平成１８年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）　

　歳入・歳出補正予算額　　  　　 　　　　　　　    　　-１９，５２０千円

　補正後の歳入・歳出予算額　 ８，８２４，４７９千円

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

　　　　      款  補　正　額 　    　主　　　な　　　内　　　容

４ 繰入金 -19,520 ・一般会計繰入金

　　 合      　　計 -19,520

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 　　　主　　　な　　　内　　　容

１ 総務費 -7,455 ・人件費 -13,680

・下水道使用料賦課徴収事業 6,225

３ 公債費 -12,065 ・地方債償還利子及び一時借入金利子

合　　　　計 -19,520

・債務負担行為

　　追加（新規設定分） 公共下水道汚水整備事業（平成１８年度～平成１９年度）　　　限度額　３００，５００千円

　　追加（新規設定分） 公共下水道雨水整備事業（平成１８年度～平成１９年度）　　　限度額　　７１，４００千円

平成１８年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）　

　歳入・歳出補正予算額　　　　　    　　    　  　６７４，０８８千円

　補正後の歳入・歳出予算額　　　 ２０，６７２，６９６千円

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額 　　　主　　　な　　　内　　　容

４ 国庫支出金 30,313 ・療養給付費負担金 45,630

・高額医療費共同事業負担金 -15,317

５ 療養給付費等交付金 431,905 ・療養給付費等交付金

6 県支出金 -15,317 ・高額医療費共同事業負担金

９ 繰入金 227,187 ・その他一般会計繰入金（療養給付費助成金）

合　　　　計 674,088

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 　　　主　　　な　　　内　　　容

２ 保険給付費 674,088 ・保険給付事業（一般療養の給付） 134,206

・保険給付事業（退職者等療養の給付） 539,882

・保険給付事業（一般療養費）　【財源振替】

・保険給付事業（退職者等療養費）　【財源振替】

・保険給付事業（一般高額療養費）　【財源振替】

・保険給付事業（退職者等高額療養費）　【財源振替】

５ 共同事業拠出金 ・共同事業拠出金（医療費）　【財源振替】

合　　　　計 674,088
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第１１３号議案 平成１８年度草加市介護保険特別会計補正予算（第２号）

第１１４号議案 平成１８年度草加市立病院事業会計補正予算（第１号）

〔単位：千円〕

平成１８年度 補　　正 計 備　　　考

医業収益 6,493,314 0 6,493,314

   入院収益 4,328,160 0 4,328,160

   外来収益 1,673,330 0 1,673,330

医業費用 7,455,209 0 7,455,209

   給与費 3,752,927 0 3,752,927

   材料費 1,080,071 0 1,080,071

   経費 1,632,043 0 1,632,043

   減価償却費 963,976 0 963,976

医業利益 △ 961,895 0 △ 961,895

医業収支比率 87.1 0 87.1

医業外収益 416,698 39,579 456,277 賠償保険金

医業外費用 267,314 39,579 306,893 解決金・弁護士費用

経常利益 △ 812,511 0 △ 812,511

経常収支比率 89.5 0 89.5

特別利益 2,100 0 2,100

特別損失 3,600 0 3,600

予備費 2,000 0 2,000

6,912,112 39,579 6,951,691

7,728,123 39,579 7,767,702

△ 816,011 0 △ 816,011

　事　業　費　用

　当年度純損失

医
業
収
支

医
業
外
・
特
損
益

収益的収支

区分/年度

　事　業　収　益

平成１８年度草加市介護保険特別会計補正予算（第２号）　
　歳入・歳出補正予算額　　  　　 　　　 　　　　８，１４８千円

　補正後の歳入・歳出予算額　 ６，６０３，７７７千円

補正予算の主な内容

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額 主　　　な　　　内　　　容

７ 繰入金 8,148 ・その他一般会計繰入金（事務費等繰入金）

合　　計 8,148

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 　　　主　　　な　　　内　　　容

１　総務費 8,148 ・介護認定審査会運営事業

合　　　　計 8,148
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第１１５号議案 草加市政における公正な職務執行の確保に関する条例の制定について

１ 目的

透明かつ公正な市政運営への取組をより実効性のあるものとするため、すでに制定し

ている草加市不当要求行為等対策要綱と草加市職員の公益通報に関する要綱を統合整備

し、新たに条例として制定するものです。

２ 内容

⑴ 対象となる不当要求行為等

ア 違法若しくは公正な職務の遂行を損なうおそれのある行為等の不当要求行為

イ 不正な働きかけ・要望・苦情等

⑵ 組織的対応を図るための体制

ア 外部委員会の設置【不当要求行為等・公益通報委員会】

イ 庁内対応を図るための対策会議の設置【不当要求行為等対策会議】

⑶ 不当要求行為等への対応

職員が不当要求行為等を受けたときは、上司・所属長への報告を義務づけ、所属長

は、不当要求行為等対策会議へ報告を行い、同対策会議は、必要な調査を行い、方針

について協議を行います。また、市長は、不当要求行為等の行為者に対し、文書での

警告、当該行為者の氏名等の公表等を行うことができます。

⑷ 請負業者等が不当要求行為を受けた場合の対応

請負業者等が不当要求行為を受けた場合は、その旨を速やかに市長に報告しなけれ

ばなりません。

⑸ 公益通報制度の整備

職員が知り得た行政運営上の他の職員の違法な行為又は違法性の高い行為に関して、

不当要求行為等・公益通報委員会に対し通報を行う制度を整備し、職員は、市民全体

の利益及び行政に対する信頼を著しく損なうおそれがある事案を知り得たときは、同

委員会に対し、公益通報を行わなければならないものとします。

⑹ 通報者の保護

通報者に関する情報は非公開とし、通報したことによる不利益は受けないものとし

ます。

３ 施行期日

平成１９年４月１日
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報告内容の確認

市長への報告

不当要求行為等対策会議による
　①報告内容の調査
　②対策方針等の協議

・対策会議か
ら市長へ協議
結果の通知

・対策会議から部局
長（所属長）へ協議
結果の通知

所属長による市長及び草加市不当要求
行為等対策会議への報告

・警察等関係機関へ通報
・（不当要求行為者に対し直ちに）警告、
　退去命令、排除等必要な措置

【請負業者等の対応】

上司・所属長への報告

（市発注の建設工事等の施工又は契約の履行等に当
　たって、）
　・当該請負業者等が不当要求行為を受けた
　・当該請負業者等が不当要求行為による被害を
　　受けた又は被害が発生するおそれがある
　・当該請負業者等の下請業者が不当要求行為を
　　受けた
　・当該請負業者等の下請業者が不当要求行為に
　　よる被害を受けた又は被害を受けるおそれが
　　ある

発注担当課へ提出

・不当要求行為等を受けた
・不当要求行為等の事実を知った

警察等関係機関への通報
等の必要な措置

警察等への通報等

不当要求行為等への対応

市長から不当要求行為等・公益通報委員会への通知

・不当要求行為者に対する警告を要すると認める場合

・不当要求行為者の氏名、警告の内容その他の事項を公表する場合

※不当要求行為者に対する警告又は不当要求行為者の氏名、警告の内容
　その他の事項を公表する措置に関して

市長から不当要求行為者に対する文書による警告
警告を受けた行為者の氏名、警告内容等の公表（※必要と認める場合のみ）

不当要求行為等・公益通報委員会から市長への意見申述

【市役所の組織的対応】
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（調査結果により、必要に応じて）

市長が相当期間是正措置を講じないとき

職員が、市民全体の利益及び行政に対する信頼を著しく損なうおそれのある次の事案を知り得たとき

　①法令等の違反又はこれらに至るおそれのある場合
　②市民の生命、健康若しくは財産を害し、又は重大な損害を与えるおそれのある場合
　③その他市民全体の利益又は公益に反する場合

公益通報制度の流れ

当該事案を知り得た職員から、不当要求行為等・公益通報委員会へ通報

【市役所の組織的対応】

　　　文書、ファクシミリ、電子メール

不当要求行為等・公益通報委員会による、通報内容の整理、調査

不当要求行為等・公益通報委員会から、市長等へ通報内容及び調査結果の報告

（※簡易な案件）

不当要求行為等・公益通報委員会によ
る是正措置及び再発防止策の実施

（※必要があると認める場合は）

　不当要求行為等・公益通報委員会へ以下の職員へ事情聴取

　　①当該事案の決定に関し権限を有する者
　　②公益通報に係る者を指導監督する責務を負う者
　　③公益通報に係る者本人

市長等による告発又は必要な是正措置

不当要求行為等・公益通報委員会によ
る告発又は必要な是正措置→公表

公益通報の件数、主な内容等を年度毎に公表

市長等から公益通報者に対し、不当要
求等・公益通報委員会による調査結果
を通知
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第１１６号議案 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例の制定について

１ 目的

地方自治法の一部改正に伴い、関係条例の条文の所要の整備を行うものです。

２ 内容

⑴ これまでの「助役」に代えて「副市長」を置くこととされたため、関係条例中の

「助役」を「副市長」に改めます。

ア 助役の定数条例

イ 草加市特別職報酬等審議会条例

ウ 市長等の給与等に関する条例

⑵ 収入役が廃止され、会計管理者（一般職）が置かれることとされたため、関係条例

中特別職としての位置づけで規定されている「収入役」を削除します。

ア 草加市特別職報酬等審議会条例

イ 市長等の給与等に関する条例

⑶ 「吏員」と「その他の職員」の区分が廃止され、「職員」に改められたため、関係

条例中の「吏員」を「職員」に改めます。

ア 草加市税条例（「徴税吏員」は地方税法の規定に合わせるため改正は行いませ

ん。）

イ 草加市再開発住宅設置及び管理条例

⑷ 所要の整備（項ずれ）

ア 実費弁償に関する条例

イ 草加市行政財産の使用料に関する条例

ウ 草加市役所駐車場使用料条例

３ 施行期日

⑴～⑶ 平成１９年４月１日

⑷ア 公布の日

⑷イ及びウ 地方自治法の一部を改正する法律中地方自治法第２３８条の４の改正規定

の施行の日
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第１１７号議案 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

１ 目的

平成１８年１１月２２日付けの草加市特別職報酬等審議会の答申にかんがみ、草加市

国民健康保険運営協議会の会長及び委員について、同協議会の職務内容及び開催状況等

を勘案し、その他の附属機関の委員の報酬の区分で報酬を支給するものです。

２ 内容

報酬を次のように改定します。【国民健康保険運営協議会の項を削り、他の附属機関

として報酬を支給します。】

現行 改定後

会長・月額７，６００円 会長及び委員・日額７，０００円

委員・月額７，０００円

３ 施行期日

平成１９年１月１日

第１１８号議案 草加市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

１ 目的

社会情勢の変化等を勘案し、職員の特殊勤務手当のうち年末年始業務手当を廃止する

ものです。

２ 内容

１２月２９日から翌年１月３日までの間に、次の各号に掲げる業務に従事した職員に

対し、当該各号に定める金額を支払う年末年始業務手当を廃止するものです。

⑴ 清掃作業に従事した場合 ６，０００円

⑵ 前号以外の業務に従事した場合 ５，０００円

３ 施行期日

公布の日
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第１１９号議案 草加市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

１ 目的

社会情勢の変化等を勘案し、消防職員の特殊勤務手当のうち年末年始業務手当を廃止

するものです。

２ 内容

１２月２９日から翌年１月３日までの間に、消防業務に従事した消防職員に対し５，

０００円を支払う年末年始業務手当を廃止するものです。

３ 施行期日

公布の日

第１２０号議案 草加市障害児就学指導委員会条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

埼玉県障害児就学指導委員会規則の一部改正にかんがみ、草加市障害児就学指導委員

会の名称及び所掌事項の一部変更並びに障害のある幼児、児童及び生徒への就学に係る

教育的支援の充実を図るため、同委員会の組織の一部変更を行うものです。

２ 内容

⑴ 委員会の名称変更

委員会の名称を「草加市障害児就学指導委員会」から「草加市障害児就学支援委員

会」に変更します。

⑵ 所掌事務の一部変更

所掌事務のうち「障害児の就学指導に関すること」を「障害児の就学に係る教育的

支援に関すること」に変更します。

⑶ 組織の一部変更

委員会の定数を「１４人」から「１５人」に変更し、新たに「臨床心理士」を加え

ます。

３ 施行期日

平成１９年４月１日
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第１２１号議案 草加市公民館設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

谷塚文化センターの建て替えに伴い、同センターの位置を変更し、使用料を全面改定

します。

２ 内容

⑴ 位置

位置を「草加市谷塚町７５２番地」から「草加市谷塚仲町４４０番地」に変更します。

⑵ 施設使用料

３ 施行期日

公布の日から起算して４月を超えない範囲内で規則で定める日

第１２２号議案 草加市学校施設使用料条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

谷塚小学校の建て替えに伴い、新たに同小学校施設を一般の使用に供するため、当該

施設の使用料を定めるとともに、条文の所要の整備を行うものです。

２ 内容

⑴ 対象学校施設及び使用料

（単位：円）

午前９時から
午後５時まで

午後５時から
午後７時まで

午後７時から午後
９時３０分まで

２時間当たり ２時間当たり ２.５時間当たり

家庭科室 710 850 1,060 4,240

施設名 全日

（単位：円）

午前９時から
午後５時まで

午後５時から
午後７時まで

午後７時から
午後９時３０分
まで

２時間当たり ２時間当たり ２.５時間当たり

ホール 1,140 1,370 1,710 6,850

第１楽屋 100 120 150 610

第２楽屋 100 120 150 610

第１学習室 270 320 400 1,590

第２学習室 220 270 330 1,310

中会議室 170 200 250 1,000

小会議室 100 120 150 610

相談室 110 140 170 660

第１和室 160 190 240 940

第２和室 110 130 160 640

実習室 240 280 350 1,410

施設名 全日
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⑵ 条文の所要の整備

地方自治法の一部改正に伴う条文の所要の整備を行います。【項ずれ】

３ 施行期日

⑴ 公布の日から起算して４月を超えない範囲で規則で定める日

⑵ 地方自治法の一部を改正する法律中地方自治法第２３８条の４の改正規定の施行の

日

第１２３号議案 草加市母子生活支援施設設置及び管理条例を廃止する条例の制定について

１ 目的及び内容

母子生活支援施設の老朽化及び母子家庭等に対する他の子育て支援制度等による相談

・援護体制にかんがみ、同施設を廃止するものです。

２ 施行期日等

⑴ 施行期日 平成１９年４月１日

⑵ 関係条例の所要の整備

ア 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正

母子生活支援施設嘱託医及び母子生活支援施設少年指導員に関する規定を削ります。

イ 実費弁償に関する条例の一部改正

母子生活支援施設少年指導員に関する規定を削ります。

第１２４号議案 草加市小口事業資金融資条例等の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

埼玉県信用保証協会の市町村小口金融特別保証取扱要領及び市町村制度金融特別保証

取扱要領の一部が改正されたことに伴い、連帯保証人の基準を改正します。

２ 内容

⑴ 連帯保証人の基準の改定

現行 改正後

・個人･･･１名以上 ・個人･･･不要

・法人･･･代表者の他１名 ・法人･･･代表者のみ

※例外の場合あり
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⑵ 次の条例を改正します。

ア 草加市小口事業資金融資条例

イ 草加市商工業経営合理化資金融資条例

ウ 草加市中小企業緊急資金融資条例

３ 施行期日

平成１９年１月１日

第１２５号議案 草加市公害防止施設整備資金融資条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

１ 目的

埼玉県信用保証協会の市町村制度金融特別保証取扱要領の一部が改正されたことに伴

い、連帯保証人の基準を改正します。

２ 内容

連帯保証人の基準

現行 改正後

・個人･･･１名以上 ・個人･･･不要

・法人･･･代表者の他１名 ・法人･･･代表者のみ

※例外の場合あり

３ 施行期日

平成１９年１月１日

第１２６号議案 草加市開発事業等の手続及び基準等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

１ 目的及び内容

高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律の廃

止及びそれに代わる高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の施行に伴

い、法律名を引用する条文の所要の整備を行います。

２ 施行期日

公布の日



- 13 -

第１２７号議案 草加市立病院使用料及び手数料条例の一部を改正する条例の制定について

１ 目的

健康保険法等の一部を改正する法律の施行に係る厚生労働大臣の定める評価療養及び

選定療養の告示等の改廃に伴い、条文の所要の整備を行うものです。

２ 内容

選定療養に係る初診料及び診療費の規定で引用している告示について、所要の改正を

行うものです。

３ 施行期日

公布の日

第１２８号議案 草加市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

１ 目的

地域防災体制を充実し、消防団の活性化を図るため、大規模災害時等における特定の

任務に限り従事する機能別団員を置くとともに、これに伴う報酬等の見直しを行うもの

です。

２ 内容

⑴ 機能別消防団員制度の導入

これまでの消防団員（基本団員）に加え、入団時に定めた特定の活動にのみ参加す

る機能別団員を設置できることとします。

⑵ 定数及び任用資格の改定

機能別団員の設置に伴い、定数を２０６人から２３０人へ改定し、市内在住、在勤

という消防団員の任用資格に、市内在学者を加えます。

⑶ 機能別団員の報酬の設定（基本団員の１０分の４の報酬です。）

ア 分団長 年額 ４１，６００円

イ 副分団長 年額 ３４，８００円

ウ 部長 年額 ２９，４００円

エ 班長 年額 ２４，６００円

オ 団員 年額 ２２，６００円
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⑷ 消防団員（基本団員及び機能別団員）の手当額の改定

近隣消防団の手当額にかんがみ、近隣消防団の手当額と同程度に引き上げます。

現行

ア 出動手当

(ｱ) 自動車ポンプ１台１回（放水） ５，０００円

(ｲ) 自動車ポンプ１台１回（放水なし） ３，０００円

イ 訓練手当 自動車ポンプ１台１回 ３，０００円

ウ 警戒手当 １人１日 ７００円

エ 被服手当 １人年額 １，０００円

オ 技術手当 運転者１人年額 ２，０００円

改定後

ア 出動手当 １人１回 ２，５００円

イ 警戒手当 １人１回 ２，５００円

ウ 技術手当 運転者１人年額 ２，５００円

⑸ その他条文の所要の整備を行います。

３ 施行期日

平成１９年４月１日

第１２９号議案 （仮称）草加市リサイクルセンター整備事業請負契約の締結について

１ 目的

資源と環境を保全し循環型社会を形成するため、びん類、缶類、不燃ごみ及び不燃性

粗大ごみを減容化・減量化・資源化する新たなリサイクルセンターを建設するものです。

２ 契約方法 一般競争入札（総合評価方式）

３ 事業概要

リサイクル機能（資源回収機能）及びプラザ機能（住民活動機能）を備えた新たなリ

サイクルセンター施設整備に係る次の事業

ア 機械設備の設計・施工

イ 建築物及び建築設備等の設計・施工

ウ 草加市リサイクルセンター解体・撤去工事
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４ 工期 本契約締結の日から平成２１年５月１５日まで

５ 業者名及び金額

業者名 極東開発工業株式会社

金額 １，８２７百万円（税込）

６ 予算措置

４款衛生費 １項清掃費 ２目塵芥処理費 １５節工事請負費

一般廃棄物中間処理総合施設整備事業

予算額 ２，８９７，３７０千円（平成１８～２１年度の継続費の全体額）

※ 平成１８年度 ５０，０００千円

平成１９年度 ６１２，１８０千円

平成２０年度 １，８３６，５４０千円

平成２１年度 ３９８，６５０千円

第１３０号議案 指定管理者の指定について

１ 目的

草加市立西町児童クラブ及び草加市立氷川児童クラブは指定の期間が満了することに

伴い再度指定管理者にその管理を行わせるため、草加市立花栗児童クラブ及び草加市立

谷塚児童クラブは新たに指定管理者にその管理を行わせるため、各児童クラブ指定管理

者を指定することについて、議会の議決を求めるものです。

２ 内容

⑴ 施設及び指定の期間

ア 草加市立西町児童クラブ及び草加市立氷川児童クラブ（一括管理）

平成１９年４月１日から平成２４年３月３１日まで（５年間）

イ 草加市立花栗児童クラブ及び草加市立谷塚児童クラブ（一括管理）

平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日まで（３年間）

⑵ ア及びイの施設とも、次のものに施設の管理を行わせます。

草加市吉町五丁目１０番３１号草加ハイムＥ１号室

特定非営利活動法人草加・元気っ子クラブ

代表理事 小池 奈津夫
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第１３１号議案 彩の国さいたま人づくり広域連合の規約変更について

地方自治法の一部改正（収入役の廃止及び会計管理者の設置・吏員という名称の廃

止）に伴い、彩の国さいたま人づくり広域連合規約を変更することについて協議したい

ので、同法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求めるものです。

第１３２号議案 埼玉県後期高齢者医療広域連合の設立について

高齢者の医療の確保に関する法律（以下「新法」といいます。）の規定により後期高

齢者医療広域連合を設けて行うものとされた７５歳以上の後期高齢者医療の事務の処理

及び新法の平成２０年度施行の準備のため、規約を定め、埼玉県内のすべての市町村が

加入する埼玉県後期高齢者医療広域連合を設立することについて、地方自治法第２９１

条の１１の規定により議決を求めるものです。

第１３３号議案 市道路線の廃止について

市道１００２７号線ほか７路線は新田西部土地区画整理事業によるため、市道１０３

３２号線ほか１７路線は寄附等により路線の起点及び終点に変更が生じたため、市道２

０６１７号線は一般交通の用に供する必要がなくなったため、それぞれ廃止するもので

す。

計 ２７路線

第１３４号議案 市道路線の認定について

市道９００３号線ほか３５路線は新田西部土地区画整理事業によるため、市道１０３

３２号線ほか１７路線は寄附等により起点及び終点に変更が生じたため、市道１１４６

２号線ほか６７路線は寄附による新設のため、それぞれ認定するものです。

計 １２２路線

第１３５号議案 教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて

教育委員会委員井出健治郎氏は、平成１８年１２月３１日をもって任期満了となるの

で、引き続き同氏を教育委員会委員に任命したく、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求めるものです。


